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〇新型コロナウイルス感染拡大の影響もあり、「スポーツをする・みる・ささえる」

が厳しい状況。その中で国民のスポーツ実施率の向上は、国の成長戦略である、生

活習慣病等の予防による健康寿命の延伸や国民医療費の適正化、あるいはスポーツ

を核とした地域活性化にもつながる。東京2020大会の機運醸成、レガシーの視点

なども含め、国民の意識・行動の一層の変化が求められている。

〇民間スポーツ施設は感染症対策ガイドライン等を徹底・遵守するなど、自助・共助

の努力をしているが、感染拡大への懸念から、利用者の減少、感染対策の費用負担

などにより厳しい経営環境にある。

〇民間スポーツ施設は、健康づくり等の拠点として貴重な地域資源。スポーツ実施の

機運醸成と併せてスポーツ産業の活性化に取り組むことが必要。

〇感染拡大防止と社会経済活動の両立環境の整備の観点から、運動・スポーツを不安

感なく実施でき、企業としても従業員に奨励できる環境整備が求められている。

〇そこで第２期スポーツ基本計画等の着実な実行と、主に次の３点について要望する。

①■基本認識



１．安心してスポーツをできる環境づくり
及びスポーツ実施の機運醸成について

２．民間スポーツ事業者の支援、成長戦略等の検討

３．ｗｉｔｈコロナ・ａｆｔｅｒコロナの
運動・スポーツ推進について

■要望の大きな柱 ②



③
１．安心してスポーツをできる環境づくり、

及びスポーツ実施の機運醸成について

（２）スポーツムーブメントを広げる「Sport in Life」の普及・啓発

（４）地域スポーツイベント再開への支援

（３）障がい者スポーツの一層の振興

◆国民のスポーツ参画を促進するプロジェクトであるSport in Life（ス
ポーツ庁が実施）の予算を拡充し、スポーツに取り組む機運醸成を
図ること。

◆コロナ禍で中止になった、地域のスポーツイベント等の再開に向け
た支援を講じること。

◆障がい者スポーツを取り巻く状況が厳しいことを踏まえ、障がい者
スポーツ推進プロジェクトの予算拡充、環境整備を図ること。

（１）感染対策と風評防止の環境整備について

◆スポーツ事業者・関連団体が自助・共助の形で取り組む感染対策
やスポーツ施設に関する風評対策に国が協力して、利用者が安心
してスポーツに取り組める対策を講じること。



④２．民間スポーツ事業者の支援、成長戦略等の検討

（１）Go Toキャンペーンを活用した運動・スポーツへの参加促進等

（２）運動・スポーツ習慣の定着化に向けたスポーツポイントの実施

（３）運動・スポーツ習慣化促進事業の拡充等について

◆知名度の高い「Go Toキャンペーン」の活用は効果的であること
から、期間を延長した上で、トラベルやイベントなどを利用した
運動・スポーツの参加を促進すること。

◆運動・スポーツ習慣の定着にはインセンティブの付与などが効果的。
一部地方自治体等で実施されているウォーキングポイントなどを
参考に、国・関係団体等が連携しポイント事業を検討すること。

◆地方自治体におけるスポーツを通じた健康増進の取組みを支援する
同事業は地域でのスポーツ機運の向上に資する。スポーツ関連事業
者等との連携を強化するとともに、当該事業の予算の増額をお願い
したい。



⑤２．民間スポーツ事業者の支援、成長戦略の検討

（５）スポーツの価値の高度化等の推進

◆膨大なスポーツデータをイノベーションに活かすことは、各企業の
技術革新を進めることに資するのみならず、スポーツに対する関心
惹起にも有用。スポーツ分野のオープンイノベーションを推進する
予算を増額すること。

（４）公的スポーツ施設（学校体育館等）運営への民間事業者の参画等

◆学校の校庭・体育館等の施設運営に民間事業者が参画し、自由な
アイデアで地域スポーツを活性化できるようにすることが効果的。
公的スポーツ施設運営に民間事業者が参画できる施策を講じること。



⑥３．withコロナ・afterコロナの運動・スポーツ推進について

（２）スポーツ基本計画等の着実な実行、実現と予算の確保・拡充

◆第２期スポーツ基本計画の着実な実行・実現に向け、施策等の推
進と必要な予算の確保。次期スポーツ基本計画策定にあたっては、
現計画の進捗状況の検証と改善、その実現に必要な予算を計画的
に措置すること。

（１）テレワーク対応型の運動・スポーツ実施の環境整備と普及啓発

◆テレワークの普及による運動不足から生じる健康二次被害を防止
するために、健康経営の一層の普及啓発を図るとともに、ニュー
ノーマル下での多様な運動・スポーツの実施方法を推進すること。




